
Ⅱ 漏給防止・濫給防止  

生活保護の漏給防止・濫絵防止対策の骨格  

（平成20年鹿の主要施策の全体イメージ）  

○現業員の充足・査察指導体制の   

充実・整備  

○稼働能力判定会議   

○自治体間の情報共有・相互評価  

○生活保護事務の汀化  

○町村福祉事務所の設置  

○不祥事等の防止対策  
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生活保護法体系（主なもの）  
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「生活保護行政を適正に運営するための手引（平成18年3月30日）」のポイント  

Ⅱ 指導指示から保護の停廃止までの対応  
Ⅰ申拝相放から保護の決定までの対応  

○ 法第27条に基づく指ヰ指示と保護の変更・停止t   

廃止  

○ 稼働能力のある者に対する指導指示  

○ 履行期限を定めた指導指示  
・指導指示に履行期限を付し、期限までに履行さ   
れない場合には保護の廃止等を行う方法を明記  

○ 届出義務の遵守  

○ 収入申告書等の徴取  

○ 関係先調査の実施  

・金融機関等に対する資産の調査に関する   
個人情報保護法との関係や留意事項を明記  

○ 暴力団員に対する生活保護適用の考え方  

・暴力団員に対しては保護を適用しないこと  
・暴力団員該当性の確認等に関する警察との   
連携要領   

○ 年金担保貸付利用者への対応  

・生活保護受給中の者には年金担保貸付を行   
わない  

・過去に年金担保貸付を受け、それが原因で   
生活保護を受給した者が再度貸付を受けた場   
合は生活保護を適用しない  
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Ⅳ 費用返還・徴収及び告訴等の対応  

○ 費用返還・費用徴収処分の適用の判断  

○ 費用徴収の方法  

○ 不正受給事案の告訴等の手順  
・告訴等に際しての考慮事項、警察との連携要領  
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平成20年度保護の実施要領改正の概要  

1相談申請時における対応、廃止時の辞退届の取扱いについての規定の創設  

一次官通知を新設し、「申請権を侵害しないことはもとより、申請権を侵害していると疑われるよう  
な行為も厳に慎むこと」を明記  

・保護の相談における開始申請の取扱い、及び要保護者の発見一把握について局長通知に規定  
・相談時には申請意思の確認が必要であることや、扶養義務についての誤った説明が申請権の  
侵害にあたるおそれがあること、を課長通知に明記  

・「辞退届」が有効となるためには、本人の任意かつ真蟄な意思に基づくことが必要であること、保  
護の廃止決定にあたっては、本人から自立の目途を聴取するなど、保護の廃止によって直ちに急  
迫した状況に陥ることがないよう留意すること、を課長通知に明記  

2 稼働能力の活用についての規定の創設  

・次官通知を新設し、「要保護者に稼働能力がある場合には、その稼働能力を最低限鹿の生活の  
維持のために活用させること」と明記  
・稼働能力の活用しているか否かについては、①稼働能力があるか否か、②その具体的な稼働  
能力を前提として、その能力を活用する意思があるか否か、③実掛こ稼働能力を活用する就労  
の場を得ることができるか否かにより判断すること、及び①～③のそれぞれの判断の仕方につい  
て、局長通知に記載  
・現に就労している者の稼働能力の活用状況も、上記①～③により判断する旨、課長通知に記載  

3 援助方針の策定、関係機関との連携についての規定の創設  

・従来の「処遇方針lを「援助方針lに変更。個々の要保護者の自立に向けた課題を分析し、それ  
らの課題に応じた具休的な援助方針を策定すること、また策定した援助方針は、原則として墓保  
護畳杢人に説明し．理解を得るよう努めることを、局長通知に規定  
■あわせて、援助方針の見直しは少なくとも年1回以上行うことなどを規定  
・被保護者への指導援助にあたっては、関係機関と必要な連携を図ること、を局長通知に明記  

4 通勤用自動車保有要件の緩和  

・保有が認められる地域について、従来「山間僻地等地理的条件、気象的条件が悪い地域」とし  
ていた課長通知を「公共交通機関の利用が著しく困難な地域」に変更し、要件を緩和  

・あわせて「公共交通機関の利用が著しく困難な地域にある勤務先」に自動車により通勤する場  
全も免責を容認できるよう課長通知を改正  

・保護開始申請時に就労していない場合であっても、概ね6か月以内に保護から脱却することが  
盈蓋1；見込まれる場合は、一定の条件を満たせば卓動車の処分指導を保留できる旨の課長通  
知を新設  

貸住宅の天  更    要 れ 火災保険斗及び保 人がいない場合の草正料  
オぞわ敷金寺 更新米等の限度額 住宅大約痔及び更新時の火火保険料 保正料の 定 ■‾                  の巨圏内て 疋 ‖′  課長遺失 改正  
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E頭重ヨ  
（基準） 移送に必要な土小限度の額  
（範囲） 入院・転院・退院・通院に係る交通兼   

〔車重垂〕  

○給付額（平成18年鹿）   

・医療扶助費 1兆3，500億円   
■うち移送責  44億円（0．3％）   

○医療扶助人見（入院外）1人あたり移送責  
年間 約4．000円  

匪〕  （3月3日（月）全国会陣、4月実施）  

○生活保護で支給する移送井の範囲は、原則   
として、卿   
範囲と同等とする。   

（か災害現場等からの緊急搬送  
②離島等からの搬送   
（卦移動困難な者の転院  
④移植のための医師派遣、臓器等の搬送  
（注）生活保捜は国民健鷹保険の例によることが  

原則  

○上記によりがたい場合、個別に内容を手査し、   
下記の事項に駿当する場合は、例外的に   
移送兼を支給。（受診医療機関は、原則、   
福祉事務所管内の医療機関に限定）  

①身体障害等でt車・バスの利用が  
困難な場合  

②へき地等で交通費が高額になる場合  
③検診命令による受診  
④医師の往診等に係る交通費  

○ 例外的給付を行う場合については、医師の  
意見、嘱託医協議等をもとに、給付の必手性  
を十分に検討した上で決定  

自｝治体間の連用格差  

○医療扶助人員（入院外）1人あたり移送糞支給件数  
・都道府県間で 67倍（七大4．66、t低0．07）  

医療扶助における後発医薬品の使用促進に  

被保護者には、後先医薬品が使用できる場合には、後発医薬品の使用を求めることとする。  

後発医薬品の使用促進は、医療保険における取扱いに合わせる改正であるが、被保横  

寺は後発医薬品を選択するインセンティブが≠きにくいことに鑑み、福祉専務所の榊を  

通じて後発医薬品の使用の指導を徹底するための措鷹   

○ 同じ効き目・安全性で価格が安いため、線色♯暑に対しては．匿攣的理由がある1合をはき．牡集匿稟晶の使用   

皇蜘。   

○ 医薬品の種類や病状等により後発医薬品が使えない場合があるので、被保護者には、処方医・薬剤師に、後発医  

薬品の使用が可能か相談をさせるとともに、後発医薬品が使える場合は、後発医薬品を選択するよう指導。   

○ 福祉事務所においては、レセプト点検や薬局への確認等により、調剤の状況を確認するとともに、被保護者が後発  

医薬品が使えるのに、先発医薬品を使っていた場合、指導を行う。  

（●考）後発眉薬品（ジェネリッタ医薬品）について  

後発医薬品（ジェネリツク医薬品）とは、先発医薬品と同じ有効成分、同じ効き目をもつ医薬品。  

1．効き目や安全性は、先発匪薬品と岡讐  

国では、後発医薬品が、先発医薬掘と効き目・安全性が同じかどうかについて、欧米と同じ基準で審査を行っている。  
※薬の形・色や味は、先発医凛晶と1なる場合がある。  

2．先弁匿集晶よりす檜が安く経済的  

後発医薬品は、ほとんどの場合、先発医薬品より価段が安くなっている。  

そのため医療保険を初め日本全体として後発医薬品ができるだけ使われるように取組をすすめている。  

3．欧米では、l■広くせ用。  

アメリカ、イギリスやドイツでは、使われている医薬品のうち、約半分は後発医薬品である。  
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◆年金手帳、健康保険証、介護保険証としての役割を果たし、年金の記録等を自宅においても常時、安   
全かつ迅速に確認できるものとしつつ、将来的な用途拡大にも対応可能なものとする。  

◆2011年度（平成23年度）を目途に導入することを目指し、今後、費用等を含めた選択肢を整理し、更   

に具体的な仕組みの検討を進める。  

②プライバシー侵害、情報の一元的管理に対する不安が極力解消される仕組みとする。  

○ 力一ドに収鏑する情報を本人確認のために盛事な最小限のものに限定するとともに、安全性に優れた  

ICカードを導入し、不正な情報の読み出し等による被害を防止する。   

※カードに収録する情報は、移行期や異常時の対応等を踏まえて決定する。  

○ 資格情報は、従来洩り、書制虐の保険者が管理し、資格情報を何らかの方法で関連づけた上で、カードには   

加入者を特定するためのヰとなる情報を収鰯し、その情報を利用してデータベース上の資格情報にアクセスする  

ことにより、資格確認を行う。  

※加入者を特定するための保としてカードに収録する情報の選択肢   

案1：各制度共通の統一的な番号   

案2ニカードの識別子（カードを識別する記号等）   

案3：各制度の現在の被保険者番号  
案3－2：各制度内で不変的な番号を創設   

案4：基本4情報（氏名、生年月日、性別、住所）  

○ 資格情報のセキュリティ対質を徹底するとともに、カードの収録情報に応じた利用制限（例：番号の告知要求   

制限、データベースの構築禁止等）を検討する。  

③コストを抑えつつ、より多＜の効果を実現する、費用対効果に優れた仕組みとする。  

○ 開運する仕組み（レセプトオンライン請求、住墓カード発行、公的個人認証サービス、t手札喜輔儒の   

仕組み）を最大限に活用し、必要となるコストを抑制する。   

○ 簡単・確実に自分のカードを受け取ることができ、自分以外が受け取ることがない方法を検討する。  

※カードの交付についての選択肢→案1：市町村が交付 案2：医療保険者が交付 案3：年金保険者たる国が交付  
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生活保護事務の汀化の推進について  
生活保護データの効率的な活用  
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生活保護業務データシステム（仮称）概念図  

Ⅲ 自立支援  
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言祉から雇用へ」推進5か年計画』の  
～誰でもどこでも自立に向けた支援が受けられる体制整備～  

○ 福祉を受ける方に対して、可能な限り就労による自立・生活の向上を図るハ（※）   

一 国民が社会的、経済的、精神的な自立を図る観点から、自ら、働いて生活を支え、健康を維持する、といった   
「自助」を基本に、それを「共助」、「公肋」が支える福祉社会を構築  

※ 自立の支援や生活の向上が目的一自助努力のみでは生活に印する方に対しては積祉により通徹に対応  

○ 緒についたばかりの福祉事務所等とハローワークの連携による「福祉と雇用の連携」施策、   
地方自治体における自立支援策を加速  

〔例枯祉事務所において、自立・就労意欲のある生活像護や児暮扶書手当の受給者を選定し、ハローワークにおいて、就労支援を美ぬ  

の連 進するとともに、産業界等の   O「福祉から雇用へlの実効性を高めるため、関係機関携を促   
理解・協力を得ながら（潔）、『「福祉から雇用へ」推進5か年計画』として実施  

※ 産♯界・企真の理♯、協力   
・職＃紹介、れ集訓練繹を受けた後におけるt用の機会の確保   
・ 母子世帯零の実情を踏まえた多様な働き方や、陣専有1用事遠戚の必事情への理♯などの書撫改羊   
・ 企蠣の生塵性の向上などにより、安定したt用櫨会の創出や、千金の引上げを図ること   
楕祉施股朋係書、特別支援学校関係者専の★放散革も必手  

○福祉から雇用への移行を推進する「5か年計画」を策定するとともに、具体的な「目標」を定めて取り組む。  

（特に、19～21年度の3年間lこ集中的に取組を強化する。）  
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『r福祉から雇用へj推進5か年計画』における重点戦略  

地域の特性を清かした就労支機体制を全阿属憫  

O「陣書者就業・生活支援センター」を全陣専優傭福祉■囁に敗t（約400カ所）  

0各省庁一各自治体における陣書者に対する一事十レンジl■」の推進・拡大  

○陣青春に対する「就労移行支援事業」を暮■■∫するとともに、t●▲■暮において「エ書倍増5か年計画」による  

福祉的就労の底上げを推進  
○平成19年度までに「生活保護の就労支援プログラム（※）」を全自治ヰで策定  

（※）意欲の向上や職業意識の啓発、技能修得、就職支援等、段階的・計画的な支援を行うプログラム  

○母子女鹿等劇彙・自立支援センターやマザーズハローワークなどの子書て女性暮点支援拠点を全風月爛  

生活保護受給者に対する自立支援の推進  

自立支援プログラムのヰ入（平成17年度～）  

○ 被保護者の状況や自立阻害要因を矩型化し、自立支援の具体的内容と手順を定めた個別   
プログラムを自治体が策定  

○ 個々の被保護者に必要なプログラムを選定し、関係部署、保健所、医療機関、福祉施設、   
N PO等と連携し自立支援を組織的に実施  

※ 自立支援プログラムの例  
・ 稼働能力を有する者（経済的自立の支援）  

→ 就労支援員（職安OB等）を福祉事務所に配置し、就労支援を行う。  
・ 長期入院中の者（日常生活自立の支援）  

－－ 嘱託医等、医療機関等と連携し、退院を促進する。  

・ 高齢者等（社会生活自立の支援）  

－一 社会福祉協議会、保健師、NPO法人等と連携し、傷病や閉じこもりを防止し、健  
康的な自立生活を維持する。  
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1自立支援プログラムの策定状況  

0
 
 
 
 
0
 
 

0
 
 
 
 
0
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▲
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プ
ロ
グ
ラ
ム
数
 
 

田平成‖年12月  
□平成18年12月  

鮭済自立  日＃生活自立  社会生活自立  

平成17年12月  平成18年12月  平成19年12月  

プログラム蝕  割合  プログラム数  割合  プログラム数  割合   

策定済み個別支援プログラム  585  100．0％   1．638  100．0，i   2．592  100．0％  

経済自立に関するもの   311  53．2，i   675  41．2％   1，183  45．6，i  

日常生活自立に関するもの   214  36．6％   808  49．3％   1．165  45．0％  

社会生活自立に関するもの   60  10．2％   155   9．5％   244   9．4％   

※1自治体で、複数のプログラムを作成している場合がある。  

2 就労支援プログラムの策定状況   

【平成19年度の運用方針】   

○ 全自治体で就労支援に関するプログラムを策定   

【就労支援に関するプログラム策定状況】  

平成18年12月   平成19年12月   

就労支援に関するプログラム策定済自治体数   422  49．2％   730  84．1％   

就労支援に関するプログラム未策定自治体数   435  50．8％   138  15．9％   

就労支援に関するプログラム数   620  1．143   

【平成19年12月の就労支援に関するプログラム策定状況】  

ロ8書生憲■立  

口杜義士窟■立  
ロー責■立  
田■分量tl   

〔ユーの■  

■方丈■に■ナるプロダウム  
tt礪■カ♯  
■鸞1■に■ナもプロクワム  
♯t薫■カ体  
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3 福祉事務所とハローワークの連携による生活保護受給者等就労支援事業（平成17年鹿～）  

福祉事務所  

○ 生活保護受給者の中から、支援対象者を選定し、ハローワークヘ支援要請  
○ 支援対象者は、稼働能力を有し、就労意欲が高い看（リストラされた者、母子モ庭の母等）で早期に適切な就儒支援を行うことに   

より、自立の可能性が見込める者  

＋  ハローーワーク  

○ 就労支援チームの構成メンバー  
・安定所担当コーディネーター（全国のハローワークに175名配t）等  
・福祉暮辣所担当コーディネーター（各福祉事務所職員であるSV、CW）  

○ 支援対象者と面接し、支援対象者の態様に応じた5つの支援メニューから選定し、支援を実施  

①就職支援ナビ  
ゲーターー（105名配  

置）による、就職活  

動方法決定、面津指  
導、求人選定等  

（訃基礎知償、マ  

ナー等の準備講習  
付公共職業別練等  
の実施、受講斡旋  

④生業扶助等の活  
用による民間の教   
育訓練講座の受   
講勧奨  

②トライアル雇用の   
活用  

⑤一般の職業相鉄・  
紹介  

生活保護受給者等就労支援事業の実施状況（平成18年度実棚）  

支援対象者数①  支援開始看数   支援終了者数  支援終了者のうち就職者数②   

生活保護受給者   1旦⊥ 9．129   8．994   邑」至旦旦   

※ 支援対象者数（Dに占める乱掘者数②の割合は、52．3％となっている。  

4 就労支援の成果  

○ 就労支援により約17，700人が新規就労・増収を実現  

（単位：人）  

新規就労   増収   合計   

ニ事務所による就労支援プログラム   
9，237   3．043   12，280  

（75％）   （25％）   （100％）   

－ワークとの連携事業   4，222   1，189   5，411   

吉保譲受給者等就労支撲事業）   （78％）   （22％）   （100％）   

合 計   13．459   4，232   17，691  

（76％）   （24％）   （100％）  

（平成18年度実績）  

（注1）福祉事務所による就労支援プログラムの参加者は、34．000人。  

（注2）前頁の就職者数と／ヽローワークとの連携事業の新規就労・増収の合計に差異があるのは、同一の参加   

者が就職と退職を複数回繰り返した場合、前頁は延人見、本頁は実人員でカウントしているため。  
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5 平成20年度の自立支援プログラムの運用方針   

○ 全自治体で、債務整理に関するプログラムを策定   

○ 生活保護受給者等就労支援事業を一層活用し、自治体独自のプログラムと本事業を連動  

させた仕組の構築   

○ 稼働能力判定会議の設置・運営の積極的な取組   

○ 自立支援業務に関する研修の充実  

平成20年度  平成19年度  

自立支援の手引きの作成  各部遭府県における自立支援を組み込んだ研鱒を奨励  

○位t付け  
各自治体における♯務の蓼考とし   

て、またはケースワーカー専に対す   
る研♯教材として利用するもの。   

○内 容  
面繚の技術や態度、自立支援の開   

始から終編までの流れ、支援に即す   
る思考の方法、支攫対t書への関与   
の仕方など、自立支櫻集務に共通の   
事積及び就労支嵐 退暁支捜書の鶏   
型ヰに固有の自立支檀の視点や考え   
方を示したもの。  

：自立支援の手引きを用いて、被保雄者の自立を支摸す： ll  

：るために必要な対人援助技術やケースワーク等に関する； 1  

：研修を実施することを通じて、現業員の書門性や対人捷：  

l 

l  

し－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－【＿＿－－＿＿＿＿＿＿－＿＿＿■■＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿l  

※ 自立支捜の内容を組み込んでエ夫を凝らした研修を行う自治体に   

対して、セーフティネット支檀対策等事業文相助金による支援  

※ 研靡方法及び研蠍講師専の攣事情職の提供  

研♯手法の研究及び研鯵教材（DVD）  
の作成  

6 生活保護受給者等就労支援事業の新たな取組（就労支援アクションプラン）（平成20年度～）  

福祉事務所担当  
コーディネーター  

就労支援チームによる支援  

生
活
保
護
受
給
者
・
児
童
扶
養
手
当
受
給
者
 
 

①ナビゲーター   
によるマン   
ツーマン支援   

②トライアル   
雇用   

③公共職業訓練  

◎
就
労
支
援
テ
ィ
ム
に
よ
る
面
接
 
 

就
労
に
よ
る
自
立
 
 

・・・20年度新規事項  

30   




